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 「農林水産物及び食品の輸出証明書の発行等に関する手続規程」の一部改正に

ついて 

中華人民共和国（以下「中国」という。）向けに輸出する水産食品については、

「農林水産物及び食品の輸出証明書の発行等に関する手続規程」（令和２年４月

１日財務大臣・厚労大臣・農林水産大臣決定）の別紙 CN-S1「中華人民共和国向

け輸出水産食品の取扱要綱」（以下「取扱要綱」という。）に基づき取り扱われて

いるところです。 

今般、令和５年８月の ALPS 処理水の海洋放出に伴い停止されていた日本産水

産物の中国向け輸出に関して、日中当局間で輸出再開のために必要な技術的要

件に合意したこと等を踏まえ、下記のとおり取扱要綱の改正を行いましたので、

御了知の上、対応方よろしくお願いします。 

記 

１ 改正の概要 

（１）衛生証明書関係

衛生証明書様式が改訂されたことに伴い、その発行申請における申告事項



 

等に変更を行った。 

  また、衛生証明書の発行要件に、原子力災害対策特別措置法（平成 11 年法

律第 156 号）による出荷制限の対象地域及び魚種並びに避難指示の対象地域

で生産等された水産物でないことを追加した。 

 

（２）施設認定関係 

  中国の関連規則を踏まえ、認定施設の登録及び変更申請に関する手続を変

更するとともに、認定施設の登録延長申請に関する手続を新たに定めた。 

 

（３）その他 

  中国向け輸出水産食品の要件として、その原料が中国政府が公表する日本

から輸出可能な魚種リストに掲載されているものであることを追加した。 

  その他、実状等を踏まえ所要の改正を行った。 

 

２ 運用上の注意 

  上記の改正は本日より施行されるが、改正後の取扱要綱に基づく衛生証明

書の発行対象は、輸出再開に向けた中国側の再登録手続が完了した認定施設

由来であって、同再登録完了日以降に製造・加工された水産食品であることに

留意されたい。なお、中国側の手続が完了した認定施設については、農林水産

省のホームページに掲載予定である。 


